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統計行政法についてのG．v．　Mayrの所説
申告義務と行政権限の限定をめぐって
?
、?
? ?
計
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　今日，社会，経済現象にかんする統計の作成におしいて，依然として国家ならびに地方公
共団体が支配的な役割を果していることは否定しがたいところである。もちろん，いわゆ
る情報化時代を迎えて，国家や地方公共団体の作成する官庁統計のほかに，企業を含むさ
まざまな私的団体や，個人的ないし機関的研究者の提供する統計の比重が，分野によって
は大きな比重を占めつつあることは確かであるが，それは官庁統計の重要性を減ずるもの
ではなく，むしろ多様な情報の氾濫の中で，全国的ないし自治体的規模における基準的な
統計情報としての官庁統計の意味はさらに大きくなるとさえ言えよう。
　ところが，このような状況の中で，今日統計調査とプライバシーの問題，ないしは統計
　　　　　　　　　　　　　　　　（1）環境の問題として提起されている事態は，国家（行政）の統計調査の権限と機能の問題を
あらためて反省することを要求するにいたっている。
　本稿は，上記のような状況を一つの背景として，ドイツ社会統計学の代表者の一人，G．
（1）さしあたり，以下のものを参照されたい。北川隆吉，「国勢調査とプライバシー」（『ジ
　ュリスト』No．　742，1981，6），座談会「国勢調査をめぐって」（同，　No．723，1980，
　9），北川豊「統計サービスと情報の公開」（暉峻淑子論著『公共サービスと国民生活』
　1983），浜砂敬郎「統計調査におけるプライバシー問題の新局面一病ドイツの1983
　年国勢調査中止問題について一」（『統計学』第47号，1984，9，），鈴木庸夫・藤
　原静雄「西ドイツ連邦憲法裁判所の国勢調査判決（上・下）（『ジュリスト』No．817－
　818，1984，7），マーチィン・バルマー編，日本統計研究所訳『統計調査とプライバシ
　一2，　1982）
一449　一
808
〉．Mayr（1841－1925）の統計行政論における統計調査の法的根拠をめぐる見解を紹介し
　　　　　　　　　　（2）ようとするものであるが，その目的は，19世紀から20世紀にかけて国民の申告義務の規定
を骨格とする「近代的」統計法が歴史的に形成される過程の問題をMayrの所説を通して
見ようとするにある。
　後にみるように，近代的統計行政の成立は，単に統計行政組織やその技術的な装置の形
成によって成立したものではなく，行政にたいして直接に国民を対象とする調査の権限を
保証する必要があった。そこに統計調査の法的規定を必要とする第一の根拠がある。この
ことは国民に対して調査事項にかんする申告義務を課することに他ならないが，そのため
には，国民の権利にたいする一定の保証を必要とする。そしてこのような保証の必要は，
第一義統計調査の範囲が拡大するに従っていっそう強まるのである。
　周知のごとく，近代的な大規模な統計調査は，アメリカの1790年の第一回センサスをも
って始まるとされるが，その後このような統計調査は，人ロセンサス（国勢調査）を中心
として各国に広まると共に，やがて人ロセンサスの内容が次第に拡大しただけでなく，19
世紀の謡曲にはセンサス式調査の範囲は各種の経済統計，労働統計等に広い分野へと拡大
しつつあった。こうして，Mayrがその主著（後掲）の初版を書いた1890年前後は統計調
査にかかわる法的規定の必要が強まり，それぞれの国でそれの整備が開始された時期であ
ったと言える。
　Mayrは，この時期に，彼の時代の先進的な動向を整理し，近代的な統計行政法の必要
とその要件を示そうと努めたのである。Mayrの所説の背景には当時のドイツの状況があ
ることはいうまでもないが，広く行政統計に目をくばったMayrを通じてある程度まで当
時の一般的な状況を把握しうると思うのである。
　なお，Mayrの所説を歴史的に位置づけるためには，筆者の研究はなお十分ではないが，
（2）周知のごとく，初期のドイツ社会統計学は，統計調査論を重視ずる点に一つの特色
　をもつが，そこに官庁統計についての強い関心が背景となっていた。これらのドイツ
　社会統計学者の中でも，G．Mayrは，官庁統計調査の方法的技術的側面を統計調査論
　として一般化するだけでなくて，官庁の統計活動そのものを「統計行政論」として彼
　の統計学の一般理論の中にとりいれている点で特徴的であると思われる。そこには
　Mayrの統計学観，すなわち「統計学＝実質社会科学」説との深いかかわりあいがあ
　り，その点で興味深いものがあるが，本稿ではこの点には立ち入らない。
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今後の研究のために知り得た範囲で一定の歴史的状況に関噛した。
　事実の点でも，既存の研究についても，筆者の見おとしている点が多いと思われるので，
大方の御教示を乞う次第である。さらに，ここで問題となる行政の法制的側面は，当然各
国の法体系のあり方の違いが密接に関わってくる問題であり，法規の実効性の問題をも含
めて，専門外の筆者には法制史的過程を正確に捉えることは至難であり，それに関わる本
稿での論述は，その面での専門的な研究をまって正されなければならないものであること
は言うまでもない。
本稿で主としてとりあげるMayrの著書は，彼の主著8弼68齢und　G　esellschafts一
tθhre．1．Bd．　Theoretishe　Statistik，2．　Auflage，　Tilbingen　1914のW．　Abschnitt，
　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
Die　statistische　Verwα9tungである。本文中の引用個所に（S．）で示したのは本渥の頁
である。
?
　Mayrも述べているように，統計に関する特殊な立法が必要とされるにいたるのは，直
接に国民にたいして統計のための申告ないし回答を要求するいわゆる第一義統計調査の開
始によってである。
ところで統計調査にあたり国民にたいして個人的事項についての回答を要求し，あるい
（3）本書の第3章までは，夫橋隆憲訳「ゲオルグ・フォン・マイや統計挙の本質と方法」
　　（1943）に訳出されているが，ここで問題とする第4章は，この訳書には含まれてい
　ない。また「台湾統計協会雑誌」第56号にのせられた，協会編「統計行政論」は，上
　記G．v．MayrのTheoretische　Stati8tikの初版（1895）をかなり詳しく租期したもの
　である。統計行政論にかんするMayrの論述の基本的内容はすでに上記初版において
　ほぼ尽されているが，第二版においては，主として各国の法制の発展を考慮にいれて
　個々の点で若干の修正が加えられたほか，具体的な問題の説明がつけ加えられている。
　　Mayrの統計行政論（「理論統計学」第二版，第四章）は，つぎの節から成る。
　1．統計と公的団体，2．行政統計の概念と課題，3．第一義的行政統計と第二義自行
　政統計，4．統計行政の実質的基礎，5．統計行政の基礎の形式的整備，6．統計行政
　の作用範囲，7．統計行政の個別業務の課題，8．統計行政組織，概説，9．私的統計活
　動，10．ドイツならびに若干の諸外国での国の統計行政組織，11．自治体の統計行政
　組織，12．目的事業団体の統計行政，13．国際的統計行政，14．統計教育。
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は申告を求めることに対しては，当然のことながら，国民の側での反発が生じうる。初期
の統計調査にたいする不信感の要因として指摘されるのは，新たな課税に対する畏怖，あ
るいは，旧い体制から来る各種の差別的支配への畏怖であるが，しかし，すでに当時にお
いても，一般的には私的な秘密の公開への怖れ，さらには個人の自由，とくに私的営業の
自由への公権力の介入そのものにたいする反発があったことは言うまでもない。
　ドイツにおいて，この問題を比較的早く提起したのは，R．　v．　Moh1であった。1858年の
著書の中でMohlは，「1855年のザクセンで発令された極めて詳細な一調査」（Volkszahlung
und　Produktions－und　Consumtions－Statistik　der　K6nigreichs　Sachsen　im　j．1855）
に関して，またそこであたえられた「求められた申告は租税目的には使用されない」とい
う保証に関連して，そのような保証は自己矛盾であり，むしろ「許される質問の限度」が
　　　　　　　　　　　｛4）
問題であることを指摘した。彼はまた別の個所で一般的につぎのような注意を与えている。
「疑いなく，国民は，自らの家族的な事情や財産関係について，官庁に，さらにまた記
載の公表の結果としておそらく全世界に知らせなければならない義務をもつものではな
い。……国家は，個々人に対し，彼の家族がどんなものを消費しているか，彼の営業にお
いてどんな素材をどれだけ加工しているかを彼の意に反して説明させるどんな権限も有し
　　｛5）
ないJと。
Mohlの意見は，一つの世論を代弁していた。上述のザクセンの調査を主導したと思われ
るE．Enge1は，まもなくザクセン議会の意見と衝突してザクセン統計局を去らざるをえな
　　　　　　（6）かったのである。同時にMoh1の議論は，統計調査をめぐる行政の権限と個人の権i利の問題
を提起したのであった。L．　v。　Steinは，「行政学」第2巻（1866）において，「われわれの
（4）　R．v．Mohl，　Die　Geschichte　und　L　iteratur　der　Staatswissenschaften．　Bdru．
　1858，　S．　428－429
（5）Ebenda．　S．421．Anm．1．なおMohl，　Enchykloρlidie　der　Staαtswissenschaften，
　1859（H．Aufe　1872）（邦訳，高野岩三郎訳．モール統計学，統計学古典選集第一巻，
　17－18頁）参照。
（6）A．G廿ntherによればEnge1の主導による「生産および消費統計の実施は大衆の無
　理解のため失敗した。大衆および議会との意見の衝突は彼を〔ザクセンでの〕統計業
　務から去らせることになった」（Gttnther，“Geshichte　der　deutschen　Statistik，”in　l
　Die　Statististik　in　Deutschland，　herausg．　von　F．　Zahn，　Bd　1．S・58）．
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見る限り，Mohlはこの重要な問題を指摘した唯一の人である」と述べるとともに，「人口
調査の権限の概念は，行政権限の一部として，ここでも，行政の活動にたいする個人の独
立性の対立によって発生する」として，これを行政学および行政法の問題としてとりあげ
た。ちなみに彼は，人口調査のための指導的な法原理として「国家は個入の生活諸事情の
うち，それらを一般的に知ることが，全体生活の発展のための条件であるとみなさざるを
えないようなものに限り，それについての情報を要求する権利をもつ」という命題をかか
げ，「原則として，各個の質問の設定が……一定の行政課題にたいする関係づけによって
理由づけられていなければならない。そg）ような質問の場合にのみ……国家の権利と個人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）の義務を根拠づけることができる」と言う。
　残念ながら，筆者は，MohlやSteinによって提起された問題が，行政学や行政法学の分
野でどのように展開されたかを知らない。現実は「統計局の好奇心」をますます拡大させ
ざるをえなかったのであり，Mayrは官庁統計を促進する立場から問題をより現実的に解
決する方向を追求したのである。
　Mayrが統計行政の問題について本格的な議論を展開しはじめるのは1890年に彼が創刊
した雑誌Allgemeines　Statistisches　Archivの創刊号の論文“Statistik　und　Verwaltung”
　　　　　　　　（8）
においてであった。彼はこの論文において，行政統計一般について論じつつ，とくにその
一節を統計行政の問題にあて，とりわけ第一義統計のための法的規定の必要を論じている。
その中でMayrは，上述のMohlの見解，とくに統計官庁の不必要な好奇心についてのMohl
の批判に触れ，それが「若干の誇張なしとはしないが，また正当さを持たないわけではな
い」と一応それを受容れつつ，申告義務を規定する統計調査の法的規定を要求することは，
不当な統計的熱狂を弁護することではなく，「重要なすべての第一義的統計調査のための
法律的根拠を要求することが，大衆を『不必要な好奇心2から守るもっとも確実な保護で
　　　　　　　　（9）
ある」と主張した。
（7）　L．v．　Stein，　Verwaltungslehre，　ll，Teil　1866，　S．215
（8）Mayrは初期の代表作Die　GesetzmllBigkeit　im　Gesellschαftsleben，1877（高野
　岩三郎訳「社会生活に於ける合法個性」統計学古典選集第10巻）においても，統計と
　国家の関係について強い関心を向けているが，そこではなお本稿の主題にかんしては
　触れられていない。
（9）　Mayr．　“Statistik　und　Verwaltung，”　in　：Allgemeines　Statistisches　Archiv，
　1，1，S．44
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　この論文においてMayrは，！890年に予定されているドイツ帝国国勢調査がなお法律：（帝
国法）の制定がないまま「施行令」に委ねられていることを念頭において論じているの
であり，Mayrの主眼は，住民の申告義務の法的規定を欠くために，国勢調査が「一部で
は懇請によって（witweise），また一部では非常に疑問のある警察的執行権にもとづいて実
施される」という不安定な統計行政を批判することにあった。ただ，そこではMohlの批判
に関連して触れられた論点はなお十分に展開されているとは言えない。
　ここで指摘しておかねばならないのは，Mayr自身この論文の中で言及しているように，
ドイツにおいても，1882年に帝国職業・経営調査のための法律が制定され，その中で申告
義務と違反者にたいする罰則規定が設けられたこと，しかもMayrの論述からこの法律が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　O）調査事項についての制限条項を含むとみられることである。Mayrは先の論文で，この
法律の制定を「ドイツの統計行政史における一つの記念碑」と述べているのであるが，同
時にMayrはそこで，帝国議会の法案審議において申告義務遠反に対し罰則を設けること
についての反対論があったことを報告している。
　かくして，われわれは，ドイツにおいても，19世紀後半とくに1980年目以後，国民にた
いし直接的な申告ないし回答を要求するところの第一義統計としての統計調査が狭義の人
口調査の枠をこえて国民の私的生活とりわけ営業活動の面に拡大する必要が増大するのに
伴い，このような調査の実施にあたって国民各層のあいだでの各種の抵抗や非協力を克服
するための強制力を法的に裏づけることが必要となるとともに，他方におしいては，統計に
たいする不信にたいして申告義務を承服させるべき方策が必要とされっつあったことを推
察することができよう。
（10）Mayrによれば「職業統計は提出された法律によって……行政法的および財政的な
　成果がその結果に結びつかない材料だけを提供すべきものであったj（Ebenda　S．43）
　と述べている。残念ながら筆者は1882年の法律そのものを見出しえなかったが，1895
　年の同じ調査のための法律は，調査事項の限定の条項をかかげている。“Die　fUr　die
　deutsche　Berufs－und　Gewerbeztihlung　vom　1．4．　Juni　I895getrofSeRen　Gesetzes－
　und　Verwaltungsbestimmungen，”　in　：Allgemeines　Statistisches　Archiv，　Jahrg，
　IV．2．　S．339－340．その第皿条は「提示されるべき質問は，家族関係および配偶関係
　ならびに宗教を別とすれば，ただ職業関係およびその他通常の営業活動だけに関わる
　ことができる。資産および所得関係に立ちいることは一切排除される」と規定してい
　る。
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Mayrは先にあげたAllgemeines　Statistisches　Archivの創刊にあたって，統計の理論
ならびに方法，あるいは統計結果の解説・分折とともに，ドイツ内外の統計行政と統計立
法の紹介をこの雑誌の課題の一つとし，自らも各国の統計制度や法規の蒐集と解説に力を
そそいだ。それらは以下に述べるMayrの主著の所説に生かされたのである。その骨子は
すでにその1895年の初版において示された。
?
　Mayrは，「統計行政論」中の二つの節，「統計行政の実質的根拠」（第67節），「統計行政
の根拠の形式的整備」（第68節）において，内容的には統計行政の法的根拠を扱っている。
その中でMayrは，「統計行政においても，行政一般と同様に，一般的，抽象的規定（根本
的法規）が立法によって制定せられ，個々の具体的な統計的行政活動がそれに則って進め
られるべきである」（S．225）として，統計行政が法的基礎のうえにたつべきものと考える。
　しかし，Mayrによれば，第一義統計の場合と第二義統計の場合は，法的根拠を異にす
る。けだし，第二義統計の場合には，問題となる事実の確認行為は，統計的な把握のため
ではなく，他の行政の遂行のために設けられた，別途の法律的ならびに行政命令的な諸規
定によって保証されており，「この領域で本来的に統計的活動に関わることは，公的機関
の内部業務としておこなわれ」，「公衆にたいして登場する統計的行政行為は登場しない」
からである（S．219）。かくして，「第二義統計の場合，それの法形式的基礎は，特別な統
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）計的立法ではなく，……別途の性質の立法である」（S，225）。
　こうして，Mayrが問題にする統計行政の法的根拠は，主として，第一義統計にかかわ
るものである。
　Mayrは，「第一義行政統計は，原則として，集団観察の着手と実現のための独立の法的
（11）ただし，Mayrは，第二義統計の場合にも，実質的には統計と関わる法規定ないし
　法的義務が問題となるつぎの三点を補足的に説明している。i）統計外の法律中にお
　けるいわゆる「統計条項」ii）形式的には第二義統計としてあらわれるが，第一義統
　計的目的が付加される場合，iii）行政材料の統計的利用とくに公表における予料情報
　の守秘の問題。一このiii）については後述する。
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根拠を必要とする」とし，この法的根拠を総括して「統計行政法」（6ffentliche　Recht　der
statistischen　Verwaltung）あるいは「統計調査法」（Recht　des　Z5hlungswesen）とよ
ぶのだと言う。
　この「統計行政法」の実質内容を，Mayrは，．（1）「個々の観察行為を保証すべき法的根
拠」と〔2）「観察の全体を保証すべき法的根拠」とに区別する。第1のものは，Mayrによ
れば，a）「届出義務の制定」，　b）「公的機関の質問の権利と被質問者の回答義務の制定」
の二つである。Mayrは，前者つまり届出義務について「一定の出来事が，それを知るに
いたるある一定の人物によって，一定の前提のもとで，そのために指定された機関に自発
的に届出られるべき」義務としている。これをb）と区別して示す理由は明確でないが，
それに続く論述では，Mayr自身これを区別することなく論じているので，さしあたりこ
こでは，調査手続の差に応じた違いであって，本質的には同一の性格をもつものと考えて
おくことにする。
　要するにMayrが，統計行政法の第一の内容と考えているのは，統計調査にあたっての
公的機関の権限と国民の届出ないし回答義務に関わる諸規定である。それのより具体的な
規定内容については後に立ちかえる。この第一の対象が，調査主体としての公的機関と被
調査者との直接的関係に関わる法的規定であるのにたいし，第二の「統計調査全体の保証
を目的とする法的規定」としてあげている内容は，統計調査の要員とくに調査員に関わる
規定を中心とするものである（なおMayrは統計調査の実施に協力する，たとえば調査期
間の休校措置等をもここであげている）。統計調査員の規定は，今日統計組織法に属す
　　　　　　　　　　　（12）るものとして扱われている。すでに述べたように，Mayrも，本書の統計行政論の中で「統
計の組織」の節を設け，これを詳しく論じているのであるが，いわゆる統計組織法をここ
に言う「統計行政法」の内容として扱っていない。
　以上のごとく，Mayrが「統計行政法」と考えるものの基本的内容は，公的機関に個々
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　にの調査の権限と強制力（被調査者の義務）を保障するための法的根拠を与えることを目的
とするものであった。Mayrは言う。「ある統計的質問が何ら回答義務に関係なしに行われ
（12）小田原登志郎著「新訂統計行政」第二版，昭和54年，115頁，著者は，統計行政法を
　統計組織法と統計作用法に分けて解説している。
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る」場合には，「行政が実際上被調査者の善意に依存している」か，あるいは「被調査者
が（実際には存在しない）回答義務を自分が果していると信じているということに依って
いる」（S．224）のである。そのために，「特別な利害から被調査者が自らの統計上の回答
義務を厳格に吟味するようになると……回答義務の法的保証のない統計調査に着手する
行政の弱点が暴露される」（S．224。Anm　1）。したがって，「公権力から出発するあらゆる
統計的質問にたいして，一般的な明確な法的根拠が与えられていなければならず，しか
も……統計技術の細目の中に迷い込むことのない立法行為によってこれが与えられるべき
である」（S．224）と。
　上述のごとく，Mayrは，公的機関の統計調査の権限と強制力の保証を与えることを統
計行政法の主要な眼目とするのであるが，当然のことながら，それは無限定な行政権限と
して規定しうるものではなく，一定の基準と制限を必要とする。Mayrは，上記の届出義
務tならびに質問権および回答義務を規定するにあたって，いずれの場合にも，「統計行
政法の完全な整備のために」つぎのことが必要であるという。すなわち，
　ti｝「届出ないし質問の客体の明示と範囲限定」
　（ii｝「届出ないし回答を義務づけられる人の規定」
　㈹「届出および質問の方法の明示J
　（iv）「場合によっては，さらに，統計結果をそのために利用しうる行政目的の明示的な限
定，とくに刑事上あるいは税務行政のための利用の排除」
　（v）「反抗的な被調査者の刑事的ならびに民事的責任」「統計的刑法Jと「民事的規範」
の規定
　（vi）「大衆の保護のために，調査権の乱用またとくに調査機関による調査内容の誤った公
表にたいする」刑罰規定
がそれである。（S．221）。
　以下，これについてMayrが補足的に述べるところをもう少し詳しくみよう。
Mayrが，統計調査における届出義務ないし回答義務を法的に規定するにあたって，調
査客体とその範囲ならびにその方法を，つまり義務の範囲を法的に規定（限定）しなけれ
ばならないとしていることに注意しておかねばならない。Mayrはとくにその理由を説明
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していないが，調査の客体とその範囲，方法を法律上規定する必要があるとされるのは，
これなしに申告義務を課すことは，申告義務の及ぶ範囲を行政機関の恣意的決定に委ねる
ことになると考えているためであることは明らかである。もとよりこれらの事項の細部に
ついてまで法律の形で規定することが困難であり，法律の規定の範囲内で施行令や施行規
則等に委ねられねばならないことはMayrも認めるところである（S．226）が，　Mayrの
主旨は質問の権利と回答の義務の範囲について明確な基準が立法的に（議会によって）承
認されねばならないという点にある。これに関連して，Mayrは質問権と回答義務の及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　3）
えない範囲が明示的に規定される場合のあることをも指摘している。
　さらに，上記の（iv）において，　Mayrが統計結果の利用目的にかんする限定について指摘
していることも注目されるところである．Mayrはそこで「場合によっては」という限定
を付しているのであるが，「統計結果を利用しうる行政目的の明示」を要件の一つにあげ，
「刑事上あるいは税務行政のための利用の排除」の規定が必要となる場合を指摘している
のである。
　もっとも，この点についてMayrは，統計調査結果の利用目的をいわゆる「統計目的」
だけに限定すべきことを主張しているわけではない。この点についてMayrは，法的規定
との関連においてではないが，第一義的行政統計の説明の中で，第一義統計でえられる統
計的原材料が，「直接に統計的情報を目的とする行政行為の排他的な，あるいは主たる生
産物」であるとしつつ，「そのことは，この場合まずもって第一義統計的な性質をもつ材
料が一場合によっては一定の制約をもつとはいえ一なお別途の行政目的にも役立てら
れうるということを排除するものではない」（S．218）としている。そして，そのさいMayr
は，人口調査の材料が，布町村での住民の継続的記録の基礎として利用されうることをあ
　（14
げ，他方，その利用が排除される場合の例として租税目的のための利用をここでもあげて
（13）Mayrはその例として，1882年以降の「ドイツ帝国職業，経営調査法」（本稿，　ll，
　注10参照）の規定をあげ，さらに，ハンガリーの1897年の中央統計局法の規定をあげ
　ている（S．222）。
（14）さらに本書の第三章「統計の方法と技術」第34節「原票の集中，整理，保存」（S．
　104－105．大橋訳書252－253頁）参照。そこでMayrは，集計に先立って原簿の写し
　をとり市町村住民名簿の作成に利用するフランスの国勢調査の例をあげ，市町村の住
　民登録の作成と補正のために国勢調査材料を利用するのは，もともとオランダで，つ
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いる。したがって，Mayrにとって必ずしも幽「統計目的」への限定が問題ではなく，他の
行政目的への利用の明示的規定と，必要な場合のその排除規定が問題であったのである。
　以上は調査結果の行政的利用に関する制約であるが，被調査者の保護という観点からは，
さらに，より一般的に個人，団体の秘密の保護の問題がある。Mayrは，これについて，
「調査機関による質問権の乱用にたいし，またとくに調査機関による調査内容の誤った公
表にたいして，刑罰規定が設けられる」（S，221＞と述べ，調査関係者の守秘義務違反に関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　S）して，官吏の懲戒処分とは別に，厳しい刑罰が課せられる例をあげて説明している。
　個人（団体）の秘密の保護に関しては，これとは別に，さらに統計結果の公表上の問題
がある。Mayrは，この文脈では統計利用上の制約と関連して，「個別データの状況の詳し
い推察を許すような細かい分類は公表しない」という明示的な約束が調査当局によってな
される場合があることを指摘している（S222）だけであるが，前記注11）で触れたよう
に，Mayrは第二義統計の法的根拠を論じたさいに，この場合も統計の公表にあたっては，
分類結果から事実上個別事実が認知可能になる場合，秘密の保護の問題が生じることを指
摘し，つぎのように述べている。「たとえ，それ自体としては行政が自らの全文書資料の
完全な主権者であるとしても，……その行政上の確定の性質によっては，とくに行政的に
作成された統計報告の公表が問題となるかぎり，この統計の編成にたいして，関係者の個
人的利害を考慮した一定の制約が生じうる。この制約は，ある種の確定事項にかんする職
務上の秘密の遵守が法的に表明されている場合には正式な法的制限でありうる。しかし，
ある統計的詳細の報知について法的制限が存在せず，しかも……個別事実が認知可能な状
態におかれる場合には，この制約は，道義上ないし『しきたり』上の制約でしかないわけ
である」（S．221）と。
　いでベルギーで入念に完成されたという。またここでMayrは，統計調査材料の私的
　な学術的利用の可能性（例としては，軸性の分布の研究）にも言及し，調査材料の保
　存の必要を強調している。
（15）Mayrがあげているのは，労働統計にかんするオーストリアの法律案（1894）に盛
　られた官吏の守秘義務違反にたいする3ヶ月以上2年以下の禁固刑の規定である一
　ただしこの法案は採択されなかった一（S　．228）。
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　以上，届出義務ないし回答義務（質問の権利）の法的規定の要件としてMayrが何を問
題にしたかを見た。
　もちろん，Mayrの場合にも統計行政法の骨子は，統計行政にその「観察行為を保証す
るための法的根拠」を賦与することにあり，そのためには届出義務，回答の義務の違反に
たいする罰則が必要だと考えられていることは言うまでもない。「統計的観察の有効な実
施のために，反抗的な被調査者の刑事的ならびに民事的責任を明らかにし，特別な統計上
の刑法により，さらにまた……〔必要な再調査の費用を負担させる〕民事的規定によって，
その後楯をつくるべきである」（S．22王）。ただし，すでに見たように「刑罰規定は，他方
では大衆の保護のために，質問権の乱用にたいし，またとくに調査機関による調査内容に
の誤った公表にたいしても設けられる」（S，221）のである。
v
　以上にみたように，Mayrは，第一義的行政統計調査の必須の条件として，公的機関の
調査権つまり国民の申告義務の法制化を主張すると共に，その要件として，申告義務の客
体の範囲と方法の明示と限定，利用目的の限定ないし明示，調査過程および公表段階にお
ける個人（営業）の秘密の保護の問題をとりあげ，そのための法制上の整備を説いたので
ある。このような彼の考え方の歴史的意義を考えるうえでの断片的な手掛りをいくつか掲
げておくことにする。
　すでに見たように，政府の統計調査の権限についての原理的問題はMohlやSteinによ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　6）って提起されたが，Mayrはこれらの議論を踏まえつつも，むしろ実際の統計行政の整備
の観点から法的に整備すべき内容を政策論的に問題にしているにすぎない。
　そのような政策論としてではあるが，Mayrが行政にたいして統計調査の権限を付与す
べき法的根拠の必要を説くと共に，そのさいMoh1が提起した国民の権利の保護の問題を
統計行政の一つの基本問題としてとりあげ，そこでの具体的な問題とそれにたいする必要
な法的規定のあり方を各国の先進例に照して探ろうとしていることは，当時としてはなお
重要な意味をもつものであったといえる。
（16）MayrはMohl，　Steinの前出の著書を参考文献にあげている。
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　当時における状況を仔細に明らかにすることは，筆者には不可能であるが，1892年に
Handbuch　der　Verwaltungs－Statistih，　Bd．　Lを書いたEMischlerは，その第一
部において「統計の行政法的基礎を扱う」にあたって著者が「まさに基礎からこれを創り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ITあげなければならなかった」としてこの点の研究がほとんどないことを指摘している。本
書は，Mayrの統計行政論の各章において参照されており，Mayrの統計行政論の中に生か
されている部分も多いが，本稿の論点に関していえば，Mischlerがそこで問題としているの
は，国民の申告義務そのものと，それに関わる「統計的刑法」に関してであり，国民の権
利にたいする行政の義務という観点は明確でない。例えばそこでは守秘義務についての言
　　　　　　　　　　　（18｝
及は見当らないのである。
　したがって，ほぼ同時期に統計行政論を扱ったMayrが，当時までの実践的経験を吸収
して，秘匿性を含めた統計法の要件をひと先ず指示しえたことは評価してよいであろう。
もっとも，第2版の段階においてもMayrがアメリカのセンサス法について触れるところ
がないのはやや不思議である。アメリカ合衆国においては，個人情報の秘匿にかんする問
題はもっとも早くから議論され，そのための法的規定も1880年センサスから開始され，
1910年には，個別情報の統計目的外利用にたいする制限，公表にあたっての個別情報の秘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19｝
匿のための規定も法的に規定されたのである。
（17）　E．Mischler，　Handbuch　der　Verwaltungs　一Statistik，　Bd．　1，　1892，　Stuttgard，
　s．　W．
（18）Mischlerは，完全分掌統計（第一義統計の意）は立法によって規範化されるべき
　だとして，その理由をそれが「国民の個人的生活領域にたいし決定的な作用をもち，
　国民にかなりの行動を義務づけ，そのうえこれの実施が大抵非常に費用がかかる」と
　いうことをあげている（S．23）。「統計的刑法」については「住民が真実の申告を……
　おこなう統計的義務に違反する場合」を狭義の刑法とし（S．29），別に公的官庁内部
　における「紀律権限」についてのべているが，そこで問題とされているのは「要求さ
　れた情報，説明等の送達の不履行あるいは不十分不正確な送達」である（S．28）。
（19）合衆国センサスの秘匿性の問題の取扱いの歴史については，Robert　C．　Davis，
　“Confidentia｝ity　and　the　Census，　1790－1929，”　in　U　S．　Department　of　HEW，
　Record，　computerαnd　the　right　of　citizens，1973参照。センサス項目の拡大に伴
　って，秘匿性の問題が厳しくなる中で，営業の秘密の保障が先行した事情が示されて
　いて興味深い。なお要約的には，米国商務省センサス鉢叩，水野坦，平田和子訳，「セ
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　しかし，今日の時点から見るとき，秘匿性に関わる問題とともに注目されてよいのは，
Mayrが申告義務の規定における要件としてなによりもまず申告義務の対象と範囲，なら
びに方法を明確に立法的に確定すべきことをあげ，さらに利用目的の明示ないし限定をも
これにつけ加えていることである。申告義務が罰則を伴って規定される限り，その申告義
務の対象と方法が法的に明確でなければならないことは，むしろ当然のことであり，また，
統計調査の実施について議会での抵抗が多い場合多くの法律がそれを盛りこまざるを得な
かったと考えられるから，このことをもってMayrの所説の独自の意義とするには当らない
かも知れない。しかし，われわれが見て来た文脈から明らかなように，MayrがMohlの提起し
た問題にたいして「統計調査のための法律的根拠を要求することが大衆を不必要な好奇心
から守る、とし腸合の一つの鞭な根拠はここにあると考えられるのであ謂もちろん，
それが意味をもつのは立法における国民の意志の反映を前提としてのことである。Mayrが
この点についてどこまで深く考えていたかについては今は問わないことにする。
Mayrの統計行政に関する議論が，当時においてどのような影響をもつものであったか
　ンサスの秘密保護一それはどのように育ったか」（『統計局研究情報』第25号，1973，
　3）参照。またイギリスについては，さしあたりC．ハキム「イギリスにおけるセンサ
　スの秘匿性」（前出．M．バルマー編，日本統計研究所訳『統計調査とプライバシー』
　所収）を参照。イギリスにおいて秘匿性が法律に規定されたのは1910年になってから
　である。
（20）この点に関連してMayrが，第二版において，1897年に制定されたハンガリーの「中
　央統計局にかんする法律」の「個人はあらかじめ議会に提出され，そこで採択された
　作業計画において、そのデータの蒐集が直接または間接に個人の申告によるべきこと
　が明記された統計データに限り，そのデータを提供する義務をもつ」という条項を高
　く評価している（S．222）ことを指摘しておく必要がある。ハンガリーの統計全体を
　規定したこの法律は，統計行政法の歴史上注目に値するものと思われる。そのドイツ
　訳は，Allgemeines　Statistisches　Allchiv，　Bd．　V．1、所収の“Reorganisation
der　Landesstatistik　in　Ungarn　Gesetz－ArtikeI㎜V”［こあり，当時の中蝸
　計局長v．JakelfaIussyの説明が付されている。また，この法律は高橋二郎によって
　明治31年の「統計集誌」212号に「旬牙利王国統計中央局章程」として訳出されている。
　ただし，高橋訳では第17条第2項が落ちているので，ドイツ語条文から訳出しておく
　と，この項の大意は「中央統計局は，統計データの公表にあたり，つねに地域別若し
　くは事項別に集計した形でこれを行ない，データを個別に公表してはならない。ただ
　し，住所録に類する情報並びに法律其他に基き公表されるデータはこの限りではない」
　となる。
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を正確に判定することは差し控えねばならないが，彼の所説が少くとも一定の啓蒙的な役
割を果したことは推察されるのである。
　すべて周知のことに属すが，Mayrの所説に関わるわが国の国勢調査史の事実を指摘し
て結びに代えたい。わが国の明治35年の「国勢調査二関スル法律」においては，調査の範
囲と方法は「命令ヲ以テ之ヲ定ム」（第二条）とされたが，すでに指摘されているように，
帝国議会の質問において議員花井卓蔵が「国勢調査ノ範囲方法，是ハ余程大切デアル。範
囲ヲ審ニシ，而シテ方法ヲ明ニスルニアラザレバ，国勢ノ調査ハ連モ出来ナイノデァル」
とし，「成案ガアルナラバ，是ハ矢張法文ノ上二三掲ニナッタラ如何デアラウ，命令二譲ル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21｝ト云フコトハ，甚ダ危険デアル」と指摘したのであった。花井が直接にMayrを基礎にし
たか否かは明らかでないが，当時すでにMayrの主著（初版）はわが国で知られていたと
　　　　（22）
思われる。付言すれば，この花井議員の異議は容れられず，すべては「施行令」（勅令），
「施行細則」（閣令）に委ねられた。調査事項および基本方法は前者に盛られたが，申告
義務および守秘義務，統計目的への限定は，「細則Jに規定されたにすぎなかった。
　なお既述の（1，注3）台湾統計協会雑誌の編訳者は，統計の法的規定の必要について
のMayrの所論に注記してわが国の国勢調査法の制定事情にふれ，「命令委任ノ範囲広キ幽
思ギ国民ノ権利ヲ蔑視セリトモ評シ得ベシト錐モ右ノ立法事情ヲ鑑フルトキハ棚田チ無理
トモ謂ヒ難シ」としているが，それにつづけて国勢調査準備委員会における勅令案閣令案
の審議における秘密主義を批判し，「編者ハ本邦統計ノ将来二対スル理想上諸種ノ点二於
テ『依ラシムベシ，知ラシムベカラズ』ノ軍治主義ヲ蛇蜴視スルー人ナリ」と記したので
　　　（23｝
あった。
　戦後のわが国における「統計法」は，（指定統計に関する）守秘則や公表義務において一
応の近代的様式をもつに至っている。しかし，今日統計調査とプライバシーの問題があら
ためて提起されていることを考える場合に，たしかに，統計目的への限定や守秘義務の法
（21）総理府統計局百年史資料集成，第二巻，人口上。459頁。なお，内田剛弘「国勢調査
　の課題」（『ジュリスト』N・．707，1980，1）．103頁参照。
（22）たとえば花房直三郎（演説）「統計の大意及明治三十一年内閣訓令」（『統計集誌』第
　214号，明治32年2月17日）44－45頁。花房はこの当時内閣統計局長であった。
（23）前出，『台湾統計協会雑誌』第56号，20頁。
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的規定そのものの重要性は言うまでもないし，新たな情況のなかでそれを如何に実効ある
ものにするかが，問われているのであるが，他方において，何を・何の目的で・如何に調
査するかについての決定が，Mayrの時代にもまして，実質上行政の権限に任されている
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図事態にこそ，今日のよりおおきな問題があるように思われるのである。このような意味で
も，われわれが行政による統計調査の権限について改めてふりかえってみるとき，Mayr
の段階で提起されている問題はなお生命を持つと言い得るのではなかろうか。
（24）鈴木，藤原「西ドイツ連邦憲法裁判所の国勢調査判決」（下）（前出）は次のように
　指摘している。「統計調査にあっては，調査項目に関わる問題にれが本来のプライ
　ヴァシー権の問題である）とコンフィデンシャリティ（秘匿性）やデータ・プロテク
　ションの問題とを区別して論じることが必要と考えJると。
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